
御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震発生時において、家具の転倒による高齢者及び障害者の

人的被害の軽減を図るため、予算の範囲内で御坊市家具転倒防止金具取付事業補

助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関し御坊市補助

金等交付規則（昭和５３年規則第２２号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 家具 市内にある家屋において地震発生時の転倒により、生命に危機を及ぼ 

す可能性のあるたんす、食器棚、本棚等 

⑵ 金具 家具の転倒を防止するために有効な金具、チェーン等 

⑶ 事業者 あらかじめ市が指定した金具の取付作業を行う事業者 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「交付対象者」という。）は、市内に住所を有し、

次の要件をいずれも満たす者で、市内にある家屋において金具の取付けが困難な

世帯とする。ただし、長期に入院等している者で、市長が別に定めるものを除く。 

⑴ 次のいずれかに該当する世帯であること。 

ア 満６５歳以上の者のみで構成する世帯 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に基づく身体障害者手帳、 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に

基づく精神障害者保健福祉手帳又は和歌山県療育手帳制度要綱（昭和５１年

１月２０日施行）に基づく療育手帳の交付を受けている者のみで構成する世

帯 

ウ その他市長が特に必要と認める世帯 

⑵ 御坊市暴力団排除条例(平成２３年条例第１８号)第２条第２号に規定する暴 

力団員(以下「暴力団員」という。)でない者又は同条第１号に規定する暴力団 

若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者 

（補助対象事業） 



第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、交付

対象者の家屋において、家具転倒防止金具の購入及び取付けするものとする。 

  （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費は、家具を固定する金具の実費（以下「金具

代」という。）及び金具の取付作業に要する費用とする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、１世帯当たり９，５００円を上限とする。 

 （交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者又はその代理人（以下「申請者等」とい

う。）は、御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金交付申請書兼承諾書（様式第１

号。以下「申請書」という。）に次に掲げる関係書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

 ⑴ 住宅の位置図 

⑵ 購入及び設置にかかる金額が記載された見積書 

 ⑶ 誓約書 

 ⑷ 身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳又は療育手帳の写し（第３条第１

号イに該当する場合に限る。） 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の申請は、１世帯当たり１回限りとし、３家具を限度とする。 

３ 申請者等は、家具転倒防止金具の取付作業を行う事業者に対し補助金の受領を

委任することができる。この場合において、申請者等は第１項の申請書に補助金

の受領を事業者に委任する予定である旨を記載しなければならない。 

４ 申請者等は、自己及び同居の親族以外が所有する家屋に居住している場合は、

当該所有者又は管理者の承諾を得なければならない。 

（事前調査） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、事業者に金具の取付けの

可否について、調査を行わせることができる。 

２ 事業者は、申請者等と協議の上、固定するための金具、家具、取付方法等を決

定し、市長に報告するものとする。 

 （交付の決定） 



第９条 市長は、前条の規定による事前調査の報告があったときは、内容を審査し、

適当と認めたときは、御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金交付決定通知書（様

式第２号。以下「交付決定通知書」という。）により、申請者等に通知するものと

する。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認め

たときは、理由を付して、御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金不交付決定通

知書（様式第３号）により、申請者等に通知するものとする。 

（事業内容変更） 

第１０条  補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該補

助対象事業の内容を変更しようとするときは、御坊市家具転倒防止金具取付事業

補助金変更承認申請書（様式第４号）により、市長が必要と認める書類を添えて

申請し、その承認を受けなければならない。 

２  市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、御坊市家

具転倒防止金具取付事業補助金変更承認（不承認）通知書（様式第５号）により、

交付決定者に通知するものとする。 

 （事業の中止又は廃止） 

第１１条 交付決定者は、当該補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき

は、御坊市家具転倒防止金具取付事業中止（廃止）届出書（様式第６号）を速や

かに市長に提出し、指示を受けなければならない。 

（事業完了報告及び補助金の請求） 

第１２条 交付決定者は、当該補助対象事業が完了したときは、完了した日から起

算して１月を経過する日又は補助金の交付決定を受けた日の属する年度の２月末

日のいずれか早い日までに、御坊市家具転倒防止金具取付事業完了報告書兼補助

金交付請求書（様式第７号。以下「完了報告書兼補助金交付請求書」という。）に、

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 金具代及び金具取付けの作業に要した費用の内訳が分かる請求書の写し及び

領収書の写し 

⑵ 金具の取付け前及び取付け後の写真 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 交付決定者は、第７条第３項に規定する補助金の受領を事業者に委任するとき



は、金具代及び金具の取付作業に係る請求書の写し及び当該請求書の額から補助

金の交付決定額を差し引いた額の領収書の写しを添付しなければならない。ただ

し、交付決定者の費用負担が発生しない場合は、領収書の添付は不要とする。 

３ 交付決定者は、補助金の受領を事業者に委任するときは、完了報告書兼補助金

交付請求書に御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金代理受領委任状（様式第８

号）を添付しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１３条 市長は、前条の規定による請求があったときは、その内容を審査し、当

該請求に係る補助金を交付決定者に交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を補助対象事業以外の目的に使用したとき。 

⑶ 補助対象事業の実施方法が不適当と認められるとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほかこの要綱に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、御坊市家具転倒

防止金具取付事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号）により交付決定者に

通知し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

 （遵守事項及び免責） 

第１５条 固定後の家具の移動や金具の取り外しは、交付決定者の責任により行う

ものとする。 

２ 金具の取付けに際して、家屋又は家具に発生した傷等については、市長及び事

業者の責めに帰すべき事由と認められる場合を除き、市長及び事業者は、その損

害賠償の責めを負わないものとする。 

３ 固定された家具が転倒したこと等により被害又は損害が生じても、市長及び事

業者は、その損害賠償の責めを負わないものとする。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 



 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ この要綱の施行の日前に改正前の御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金交付

要綱の規定によりなされた申請、決定その他の行為は、この要綱による改正後の

御坊市家具転倒防止金具取付事業補助金交付要綱の規定によりなされたものとみ

なす。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


